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1. 施設の整備・維持管理・運営手法について 

「道の駅」の整備・維持管理・運営手法について、「事業手法」及び「管理運営主体」ごとに比

較・評価を行い、最適な手法を選定します。 

 

1.1 「道の駅」の事業手法 

「道の駅」の事業手法は、維持管理・運営の主体や民間資金活用の有無により、公設公営（従

来方式）、公設民営（設計＋建設＋指定管理、EOI 方式、DBO 方式）、民設民営（PFI 方式）等

の様々な手法が想定されます。これらの事業手法の概要と、公共と民間事業者の役割を次に整理

します。 

(1) 公設公営（従来方式） 

公共が起債や交付金等により資金調達し、設計・建設、維持管理について、業務ごとに仕様を

定めて民間事業者に個別に発注等を行う手法です。施設の運営は公共が直接実施します。 

(2) 公設民営（設計＋建設＋指定管理） 

従来方式のうち、維持管理業務や運営業務を民間事業者に単年度、又は複数年度の単位で委託

する手法です。 

(3) 公設民営（EOI 方式） 

施設の維持管理・運営者を先行して決定し、設計・建設に維持管理・運営者が関与する手法で

す。設計、建設は分離発注し、維持管理、運営は指定管理者制度にて委託します。 

(4) 公設民営（DBO 方式） 

公共が起債や交付金等により資金調達し、設計・建設・維持管理・運営の各業務を長期契約と

して、一括で民間事業者に性能発注する手法です。 

(5) 民設民営（PFI 方式） 

民間事業者が自ら資金調達し、設計・建設・維持管理・運営の各業務を長期契約として、一括

で性能発注により行う手法です。施設の所有権の移転時期により、複数種類があります。 

表 1-1 事業手法別の公共・民間の役割分担 

手法 資金調達 

業務 

設計・建設 維持管理 運営 

公設公営 従来手法 公共 公共 公共 公共 

公設民営 

設計＋建設＋ 

指定管理 
公共 公共 民間 民間 

EOI 方式 公共 公共 民間 民間 

DBO 方式 公共 民間 民間 民間 

民設民営 PFI 方式 民間 民間 民間 民間 

資料３ 
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表 1-2 事業手法の概要・特徴・留意点 

手法 概要（事業スキーム図） 特徴 留意点 

公
設
公
営 

従来 

方式 

・公共が設計、建設を分離発注 

・維持管理、運営は公共で直営 

・公共の責任の下、サ
ービスが提供され、
事業の継続性・信頼
性が高い 

・財政負担の軽減は期
待できない 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・民間事業者のノウハ
ウの活用が少ない 

 

公
設
民
営 

設計 

＋ 

建設 

＋ 

指定 

管理 

・公共が設計、建設を分離発注 

・維持管理、運営は指定管理者制度
にて第 3セクター又は民間事業者
が実施 

・運営に民間ノウハウ
を活用できる 

・県内事例が多数あり 

・第 3 セクターの場
合、公共の意図を反
映しやすい反面、損
失補填等のリスク
がかかる 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・定期的に指定管理者
の募集、指定の手続
きが必要 

・管理運営段階を見据
えた施設整備が課
題 

 

EOI 

方式 

・維持管理・運営者を先行決定し、
設計・建設に関与 

・公共が設計、建設を分離発注 

・維持管理、運営は指定管理者制度
にて第 3セクター又は民間事業者
が実施 

・運営に民間ノウハウ
を活用できる 

・第 3 セクターの場
合、公共の意図を反
映しやすい反面、損
失補填等のリスク
がかかる 

・管理運営段階を見据
えた施設整備が可
能 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・定期的に指定管理者
の募集、指定の手続
きが必要 
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手法 概要（事業スキーム図） 特徴 留意点 

公
設
民
営 

DBO 

方式 

・設計、建設、維持管理、運営を一
括で民間事業者が実施 

・維持管理、運営は指定管理者制度
にて民間事業者が実施 

・公共が資金調達 

・公共が資金調達する
ため、PFI と比べ
て、金利負担の抑制
が期待できる 

・PFI と同様に民間運
営ノウハウを活用
できる 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・発注には一定の手続
き期間が必要  

民
設
民
営 

PFI 

方式 

・設計、建設、維持管理、運営を一
括で民間事業者が実施 

・維持管理、運営は指定管理者制度
にて民間事業者が実施 

・民間事業者が資金調達 

・施設整備費の分割払
いにより、財政負担
の平準化が可能 

・民間運営ノウハウを
活用し、特産品の販
売力強化が期待で
きる 

・設計段階で運営事業
者の視点を反映で
きるため、管理運営
段階を見据えた施
設整備が可能 

・発注には一定の手続
き期間が必要 

・地元企業に馴染みの
ない手法であるた
め、事業者募集段階
で参画を促す工夫
が必要 

・民間にとって SPC

（特別目的会社）設
立の手間とコスト
が負担となる可能
性あり 
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1.2 事業手法の比較・検討 

前項で整理した事業手法の特徴等を踏まえ、本事業で導入が想定される事業手法について比較・評価した結果を次表に整理します。 

表 1-3 各事業手法の比較・評価 

手法 
公設公営 公設民営 民設民営 

①従来手法 ②設計＋建設＋指定管理 ③EOI方式 ④DBO方式 ⑤PFI方式 

財政負担
の軽減・平
準化 

・初期投資費の一括の支払いによる財
政負担が大きい（※地方債の活用に
より、一定の平準化は可能）。 

 

 
・①と同じ。 

 
・①と同じ。 

 
・①と同じ 
 

・初期投資費の割賦支払により、単年
度の財政負担が軽減され、平準化が
図れる。 

経済性 ・起債等により低金利での借入が可

能。 
・設計、建設の分割発注によるため、
コスト縮減が期待できない。 

・①と同じ。 

・民間の運営ノウハウ活用による収
益向上に期待できる。 

 

・②と同じ 

・起債等により低金利での借入が可能。 

・事業規模によるスケールメリット、設計段
階から合理的な提案がなされ、コスト縮
減が期待される。 

・維持管理、運営についても、長期契約によ
るノウハウの活用等の効果が期待される。 

・事業規模によるスケールメリット、

設計段階から合理的な提案がなさ
れ、コスト縮減が期待される。 

・維持管理、運営についても、長期契

約によるノウハウの活用等の効果
が期待される。 

民間ノウ

ハウ発揮
による 
サービス

の向上 

・公共が考えるとおりの計画・仕様で

発注できるが、反面、民間による創
意工夫やノウハウ発揮の余地は限
定的である。 

・設計・建設業務において、公共が

考えるとおりの計画・仕様で発注
できるが、反面、民間による創意
工夫やノウハウ発揮の余地は限定

的である。 
・運営に民間ノウハウを活用できる 

・②と同じ。 

・運営者を先行決定し、運営者が設
計・建設への関与できるため、
効果的な運営に向けた計画提案

や、メンテナンス性・省エネル
ギー性、利用・運営面へ配慮し
た施設の実現が期待される。 

・設計、施工一括発注、かつ、性能発注であ

るため、設計企業や建設企業の創意工夫
やノウハウの導入により、施設整備の質
の向上が期待される。 

・設計から維持管理・運営者が事業参画する
ことで、効果的な運営の計画提案やメンテ
ナンス性・省エネルギー性、利用・運営面

へ配慮した施設の実現が期待される。 
・長期契約にて、事業者に管理運営ノウハウ
が蓄積し、サービスの向上が期待される。 

・④と同じ。 

事業者の 
募集・選定

等の 
手続 

・設計、施工については、業務発注の
手続き期間が短く、慣れた手法であ

り、発注準備の負担は大きくない。 
・維持管理・運営は都度、委託の検討
が必要。 

・設計、施工については、業務発注
の手続き期間が短く、慣れた手法

であり、発注準備の負担は大きく
ない。 

・定期的に、指定管理者の募集・指

定等の手続きが必要。 

・設計、施工については、業務発注
の手続き期間が短く、慣れた手法

であり、発注準備の負担は大きく
ない。 

・定期的に、指定管理者の募集・指

定等の手続きが必要。 

・発注には一定の手続き期間が必要（アドバ
イザーへの委託も必要）。 

・設計、建設、維持管理、運営に係る事業者
を一括で募集・選定でき、発注回数は減る。 

・④と同じ。 

公益性の
確保 

・直接運営するので、公共が事業をコ
ントロールできる。 

・従来手法と比べ、公共の意見が反
映されにくい。 

・指定管理者が第 3セクターとなる
場合は、公共の意図も反映しやす
くなる 

・②と同じ ・従来手法と比べ、公共の意見が反映されに
くい。 

・④と同じ。 

事
業
者
の
参
画
可
能

性 

建

設 

・地元企業も慣れた事業方式であり、
参入の障壁は比較的低い。 

・地元企業も慣れた事業方式であり、
参入の障壁は比較的低い。 

 
 

・地元企業も慣れた事業方式であ
り、参入の障壁は比較的低い。 

・DBO方式のノウハウを有する企業がいない
場合、地元企業の事業参画へのハードルは

高い。 

・PFI方式のノウハウを有する企業が
いない場合、地元企業の事業参画へ

のハードルは高い。 

運
営 

－ 

・ヒアリング（※）の結果より、運

営事業者の参画意向が高い。 
 

・ヒアリング（※）の結果より、運

営事業者の参画意向が最も高
い。 

・ヒアリング（※）の結果より、運営事業者

の参画意向が低い。 

・ヒアリング（※）の結果より、運営

事業者の参画意向が低い。 
 

評価 ○ ○ ◎ △ △ 

※ 民間事業者を対象としたヒアリング調査を実施 
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1.3 「道の駅」の管理運営主体 

「道の駅」の管理運営については、前項で整理したとおり、指定管理制度を活用します。 

本事業において、指定管理者となり得る主体としては、第三セクターと民間事業者が考えられ

ます。それぞれを比較・評価した結果を次に整理します。 

表 1-4 管理運営主体の概要とメリット・デメリット 

 第三セクター 民間事業者 

概要 
・行政と民間事業者の共同出資により設立

された事業法人が管理運営業務を行う。 
・施設の管理権限を民間事業者が保有し、民
間事業者が管理運営業務を行う。 

市の 
意見反映 

・市が事業をコントロールでき、目的に沿
った管理運営を行いやすい。 

・市の意見が反映されにくい。 

公益性 
・公共目的が直接反映でき、地域振興など
の行政施策との連携が図りやすい。 

・地域経済活性化や地域貢献などの公益的な
役割よりも収益性が優先される可能性が
ある。 

提供 
サービス 

・公共のネットワークを活用した、地域の
特産品や地域資源に通じた運営が可能
であるが、民間事業者と比べ、管理運営
ノウハウが限定的となる可能性がある。 

・多機能におけるノウハウや専門知識から、
広い範囲でのサービス提供が期待できる。 

利用者 
ニーズ 

・地域事情に精通し、より的確な利用者ニ
ーズの把握が可能である一方、意思決定
までに時間がかかり、民間と比べ、ニー
ズへの対応が遅くなる可能性がある。 

・公的な手続きが不要となり、利用者ニーズ
へ迅速に対応が可能になる。 

経営の 
安定性 

・行政出資による行政依存体質に陥りやす
い傾向にある。 

・運営上の損失が発生した場合、市の損失
補填が必要になることが懸念される。 

・収益性を確保するため、柔軟な経営努力が
期待できる。 

事業の 
安定性 

・公共からの補填が見込まれるため、運営
事業者の倒産によるサービス中断のリ
スクは少ない。 

・運営経費が十分に確保されていない場合に、
利用者へのサービス低下が懸念される。 

・民間事業者の都合（業績不振、倒産等）に
よる契約期間内の撤退等により、サービス
提供が妨げられる可能性がある。 

地域貢献 
 
・地元雇用や地元企業との連携が期待でき

る。 

 
・地元雇用や地元企業の活用が限定的になる
可能性がある。 

評価 ◎ ○ 
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1.4 施設の整備・維持管理・運営手法の方針 

1.4.1 整備・維持管理・運営手法 

(1) 整備・維持管理・運営手法の方針 

◆民間事業者等の運営ノウハウの活用 

道の駅は、多種多様なサービスと収益要素が含まれる施設であるため、民間事業者等の運

営ノウハウを最大限発揮し、サービスの向上や収益性の確保による持続的かつ安定的な運営

が必要です。 

◆公益的機能を活かした取組の充実 

道の駅の特性を活かした情報発信や交流人口の拡大に向けて、本市のＰＲや新たな魅力の

創出・発信の場であるほか、市民の地域交流の場として活用することが求められます。 

◆市民及び地元事業者等の参画の必要性 

道の駅は、地域振興施設としての役割を担うことが目的の一つであり、本市ではその特性

を活かしたまちづくりを目指しています。そのため、新たな交流を目的とした市民や農商工

業者など地元事業者等の参画が必要であるとともに、それらの参画を通して市内の地域資源

の利活用が促進されることで、地域全体の活性化に繋げていきます。 

 

(2) 整備・維持管理・運営手法のまとめ 

道の駅は、道路利用者の利便性確保や市民の新たな交流や活動の推進による地域振興など、公

益的役割を担うとともに、農産物直売所や飲食店などの収益事業を通じ地域の活性化を図る施設

であり、「公益性」と「収益性」の両面を併せ持っています。 

持続可能な運営にあたっては、公益的なサービスを提供するために必要となる収益を確保して

いくことが望まれることから、年間を通じた利用者数の確保につなげるための定期的なイベント

の開催や、購買意欲を高めるような飲食・物販サービスの提供など、民間事業者等の持つ高い集

客力や経営ノウハウを取り入れることが重要です。 

そのため、本市における道の駅の整備・管理運営手法については、民間活力を導入することを

目的に、公共が施設を整備し民間事業者等が管理運営を行う「公設民営型」で、かつ早い段階か

ら運営者を選定し、運営者の意見を施設設計等に反映させることが可能な運営重視型の事業スキ

ーム（EOI 方式）を採用した「指定管理者制度」での管理運営が望ましいと考えます。 

 

1.4.2 維持管理・運営体制 

(1) 維持管理・運営体制の方針 

◆適切な運営主体の選定 

道の駅は、利用者ニーズに合わせた多種多様な機能・サービスを提供することが求められ

ており、施設全体としての統一的な魅力を発揮することが重要です。そのため、整備目的等

における公益性の確保を条件としつつ、利用者ニーズに柔軟に対応でき、サービスの質的向

上やコスト削減が見込まれる民間事業者等を管理運営主体として選定します。 
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◆商品供給体制の構築 

農産物直売所や飲食店等を年間を通じて魅力的な施設として運営するためには、安定的な

商品供給体制の構築が必要となります。そのため、農産物の供給が減少する冬季の対策を含

めて、市内外の農商工業者等との連携を含めた出荷者の確保・育成や取りまとめる組織体制

づくりなど、多方面との連携を図ることが重要です。 

◆地域を活かした市民協働の推進 

道の駅整備をきっかけに本市の個性や特性を持つ地域資源を掘り起こし、まちの魅力とし

て活かすことで、地域全体の活性化に繋がる取組が期待されます。そのためには市民や NPO、

企業等の多様な主体の参画を促し、新たな協働体制の構築が望まれます。 

 

(2) 維持管理・運営体制のまとめ 

維持管理・運営主体については、単に施設の管理運営だけにとどまらず、道の駅を拠点に、交

流・農商工・食・子育て支援等をキーワードに市域全体での産業の活性化と交流人口の拡大に取

り組むことが求められます。そのため、高い公益性の発揮と地域との連携が期待でき、かつ民間

ノウハウの活用を適切に図ることを可能とする「第三セクター」を設立し、行政と民間事業者等

の連携（共同出資）による運営体制が最適と考えます。 

 

■選定結果 

項目 選定結果 

管理運営手法 公設民営（指定管理）で、設計段階から運営者が関与する EOI方式とする。 

管理運営主体 行政と民間事業者等の共同出資により設立する、第三セクターとする。 

 

■管理運営体制のイメージ図 

 

 

 

  

直営又はテナント方式 

農産物 
直売施設 加工施設 

直 営 

飲食施設 
休憩施設 情報発信 

施設 

●収益部門 ●公益部門 

多目的室 

販売手数料 

テナント使用料 
 

収入 委託販売 
契約 

施設使用料 

管理運営 管理運営 収入 

指定管理料 

指定管理者 
（第三セクター） 

【情報発信】 
道路情報 
観光情報 
災害情報 
地域情報 

通常 
利用 

使用 
許可 

使用 
申請 

出荷者（生産者、特産品等販売者）・出店者 市民・団体・事業者等 

特産品 
販売施設 広場公園 
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1.5 道の駅運営者「駅長」選定の方向性 

(1) 組織図にみる駅長の重要性 

道の駅の主な部門は、消費者を対象とする「物販、飲食、加工部門」と施設の維持管理・

運営を行う「総務部門」の二つに大別されます。 

社員数は、「物販、飲食、加工部門」が多く、総務部門は主に兼務となる場合が多いです。 

また、初期段階の部門長は駅長兼務が多いため、駅長の人選は非常に重要です。 

 

 

 

  

物販部門 飲食部門 加工部門 施設管理 
部門 

情報発信 
部門 

総 務 部 

社員 
パート 

社員 
パート 

社員(兼務) 
パート 

代表取締役 

駅 長 

社員 
パート 

社員(兼務) 
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(2) 駅長に求められる能力 

道の駅の駅長に求められる能力としては、大きくは「マーケティング」「マネジメント」

「モチベーション」の３つに区分されます。一方で、３つの能力が必要とされる期間には

開きがあるため、どの部分を重要視するかによって駅長選定基準は異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 駅長選定方法について 

道の駅の駅長の選定については、公募方式と人材紹介、派遣の双方が存在します。 

手法そのものは全く異なるため、地域特性に応じた選定手法を採択する必要があります。 

表 1-5 駅長選定方法の概要 

 一般公募 人材紹介、派遣 

内容 ・市内外に広く人材を募集し、優秀な人材
を獲得する手法。 

・選定手法は、経歴書、筆記、論述、面接
となるケースが多い。 

・特定の組織、人脈等により道の駅の経営に
ふさわしい人物を特定し選定する手法。 

・主には、道の駅と類似する施設を持つ組織
（流通中堅、大手、ＪＡ等）と協議し、人
材を紹介してもらうケースが多い。 

期間 ・法人設立から約 4～5 ヶ月 
・要項等整備 1 ヶ月、募集 2 ヶ月、選定 2
ヶ月 

・特になし 
 

方法 ・運営組織幹部層による筆記、論述、面接。 
（運営組織決定、及び立ち上げ以降に実施） 

・首長、委員、事務局による対象組織の選定。 
・対象組織との交渉と決定。 

ポイ 
ント 

・一定数以上の応募者の確保 
① 魅力的な条件（報酬等） 
② 周知力の高い媒体（民間企業の媒体） 
③ 十分な応募期間 

・経営能力を持つ人材を見抜く選定能力 
① 筆記、論述での選定 
② 委員による面接 

・経営を担える人材を輩出できる機関の選定 
① 流通等特定分野のノウハウの蓄積 
② 施設長等マネジメントスキルの蓄積 
③ 人材紹介、派遣について積極的である

こと 
・人材紹介、派遣についての条件交渉 
① 組織との報酬、期間等の条件交渉 

 

モチベーション 

道の駅駅長に求められる資質 

マーケティング マネジメント 

求められる 
資質・スキル 

○道の駅の直売所・物販施設・

飲食施設等の運営 

○道の駅全般の販促・宣伝 

○地域振興策の企画・実施 

○部門別、季節別人員配置 

○人事考課、査定 

○人材育成 

○地域の活性化への意欲 

○道の駅への思いと情熱 

○気力・体力の充実 

条件 
小売・流通業での 

10 年以上の実務経験 

民間企業等における 

部門長としての実務経験 

適正年齢設定 

地域内勤務 

（施設からの近距離居住） 

必要とされる 
期間 

立ち上げ～ 

初期段階（3 年程度） 

中期（3 年程度）～ 

長期段階（5 年以上） 
通 期 


